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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

（な し）    

 

２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26973 

(旧 No.26616) 
H19.7.5 

賃金引上げ等の実態に関する調査 

平成１９年賃金引上げ等の実態に関する調査票 
厚生労働大臣 

No.26974 

(旧 No.26583) 
H19.7.5 

環境にやさしい企業行動調査 

環境にやさしい企業行動調査調査票 
環境大臣 

No.26975 

(旧 No.26599) 
H19.7.9 

学術情報基盤実態調査 

大学図書館編調査票（中央図書館記入用） 
文部科学大臣 

No.26976 

(旧 No.26600) 
H19. 7.9 

学術情報基盤実態調査 

大学図書館編調査票（分館及び部局図書館・室記入用） 
文部科学大臣 

No.26977 

(旧 No.26601) 
H19. 7.9 

学術情報基盤実態調査 

コンピュータ及びネットワーク編調査票 
文部科学大臣 

No.26978 

(旧 No.26748) 
H19.7.12 

花き卸売市場調査 

花き卸売市場調査票 
農林水産大臣 

No.26979 

(旧 No.26136) 
H19.7.12 

歯科技工料調査 

歯科技工料調査（歯科医療機関用調査票） 
厚生労働大臣 

No.26980 

(旧 No.26137) 
H19.7.12 

歯科技工料調査 

歯科技工料調査（歯科技工所用調査票） 
厚生労働大臣 

No.26981 

(旧 No.26269) 
H19.7.12 

保険医療材料等使用状況調査 

包括医療材料等購入価格調査票（在宅分） 
厚生労働大臣 

No.26982 

(旧 No.26268) 
H19.7.12 

保険医療材料等使用状況調査 

医療機器等購入価格調査票（在宅分） 
厚生労働大臣 

No.26983 

(旧 No.26269) 
H19.7.12 

保険医療材料等使用状況調査 

包括医療材料等購入価格調査票（在宅以外） 
厚生労働大臣 

No.26984 

(旧 No.26268) 
H19.7.12 

保険医療材料等使用状況調査 

医療機器等購入価格調査票（在宅以外） 
厚生労働大臣 

No.26985 

(旧 No.26185) 
H19.7.12 

医薬品価格調査 

販売業者用調査票 
厚生労働大臣 

No.26986 

(旧 No.26186) 
H19.7.12 

医薬品価格調査 

医療機関用調査票 
厚生労働大臣 

No.26987 

(旧 No.26187) 
H19.7.12 

医薬品価格調査 

保険薬局用調査票 
厚生労働大臣 

No.26988 

(旧 No.26188) 
H19.7.12 

特定保険医療材料価格調査 

販売業者用調査票 
厚生労働大臣 
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No.26989 

(旧 No.26189) 
H19.7.12 

特定保険医療材料価格調査 

医療機関等用調査票 
厚生労働大臣 

No.26990 

(旧 No.26190) 
H19.7.12 

特定保険医療材料価格調査 

保険薬局用調査票 
厚生労働大臣 

No.26991 

(旧 No.26605) 
H19.7.13 

中小企業実態基本調査 

中小企業実態基本調査（調査票甲） 

中小企業庁 

長官 

No.26992 

(旧 No.26606) 
H19.7.13 

中小企業実態基本調査 

中小企業実態基本調査（調査票乙） 

中小企業庁 

長官 

No.26993 

(旧 No.26563) 
H19.7.23 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医薬品（製造販売業）調査票 
厚生労働大臣 

No.26994 

(旧 No.26564) 
H19.7.23 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医薬品（卸売業）調査票 
厚生労働大臣 

No.26995 

(旧 No.26565) 
H19.7.23 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医療機器（製造販売業）調査票 
厚生労働大臣 

No.26996 

(旧 No.26566) 
H19.7.23 

医薬品・医療機器産業実態調査 

医療機器（卸売業）調査票 
厚生労働大臣 

No.26997 

(旧 No.     ) 
H19.7.25 

企業における採用管理等に関する実態調査 

企業における採用管理等に関する実態調査票 
厚生労働大臣 

No.26998 

(旧 No.26523) 
H19.7.27 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

票（小学校・中学校用） 

文部科学大臣 

No.26999 

(旧 No.26524) 
H19.7.27 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

票（高等学校用） 

文部科学大臣 

No.27000 

(旧 No.26525) 
H19.7.27 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

票（特殊教育諸学校用） 

文部科学大臣 

No.27001 

(旧 No.26526) 
H19.7.27 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

票（都道府県・市町村教育委員会用） 

文部科学大臣 

No.27002 

(旧 No.25874) 
H19.7.27 

農産物地産地消等実態調査 

産地直売所調査票 
農林水産大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

107037 H19.7.2 労働福祉等実態調査 大分県知事 

107038 H19.7.3 
大阪府内における中小企業による産業支援機関の利用に関

する調査 
大阪府知事 

107039 H19.7.6 平成１９年度中小企業賃金及び労働時間等調査 徳島県知事 

107040 H19.7.9 買物動向調査 山口県知事 

107041 H19.7.10 仕事と子育て両立支援に関する調査 愛知県知事 

107042 H19.7.17 製造業と卸売業の業態変革に関する調査 
大阪府立産業

開発研究所長

107043 H19.7.17 石綿ばく露による健康影響調査 奈良県知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

207029 H19.7.4 青少年・保護者の意識と行動調査 神戸市長 

207030 H19.7.6 労働実態調査 宮城県知事 

207031 H19.7.9 労働条件等実態調査 和歌山県知事

207032 H19.7.23 中心市街地に関する県民意識・消費動向調査 新潟県知事 

207033 H19.7.25 県政世論調査 島根県知事 

207034 H19.7.27 企業物価調査 日本銀行総裁

207035 H19.7.30 県政世論調査 香川県知事 

207036 H19.7.31 新潟市景況調査 新潟市長 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

（平成 19 年７月は該当なし） 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 賃金引上げ等の実態に関する調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 民間企業における賃金の改定額，賃金の改定率，賃金の改定方法，賃金の改定を取り巻く事情等，賃

金の改定の構造を明らかにするとともに，賃金の改定の企業経営への影響等を把握する。 

【沿 革】 この調査は，昭和４４年以降，毎年，賃金の改定額，賃金の改定事情等を調査しているものである。 

【調査の構成】 １－平成１９年賃金引上げ等の実態に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「概況」（平成１９年１２月），「調査結果報告書」

（平成２０年２月） （表章）全国 

【経 費】 ２，０３９千円 

※ 

【調査票名】 １－平成１９年賃金引上げ等の実態に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７３ 調査票承認番号（旧）２６６１６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業及びサービス業（他に分類されないもの）（その他の生活関連サービス業の家事サ

ービス業並びに外国公務を除く。）に属する民営企業で，製造業及び卸売・小売業については常用

労働者３０人以上の企業，その他の産業については常用労働者１００人以上の企業。 （抽出枠）

平成１６年事業所・企業統計調査「漢字企業リスト」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，２００／母９０，７００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年１月１日～１２月３１日の１年間 （系統）厚生労働省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年９月２０日 

【調査事項】 １．企業全体の常用労働者数，２．企業の事業内容又は主な製品，３．労働組合の有無，４．賃
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金の改定実施の有無，改定時期，５．定期昇給・ベースアップの実施状況，６．賃金カット等の実

施状況，７．賃金の改定の決定に当たっての重視要素，８．人件費負担の対策，９．１人当たり平

均賃金の改定額，賃金の改定率，１０．賃金の改定方式，１１．賞与支給の有無，支給額の決定，

１２．労働組合からの賃上げ要求交渉 
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【調査名】 環境にやさしい企業行動調査 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 企業における環境配慮に関する取組や意識について把握することにより，企業における環境配慮の取

組を促進するための施策を検討・実施するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，平成３年度から毎年実施されていたが，環境省では，意識調査に該当するものであり，統

計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に定める統計報告の徴集には該当しない調査であると認識

し，承認申請を行わずに実施していた。しかしながら，意識に係る事項を把握しているほか，企業にお

ける取組などの実態についても把握しているため，当方から，本調査は，統計報告の徴集に該当するも

のであることを指摘した結果，平成１６年調査からは統計報告の徴集として実施されているものであ

る。 

【調査の構成】 １－環境にやさしい企業行動調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１０月） 

（表章）全国 

【経 費】 ６，８７２千円 

※ 

【調査票名】 １－環境にやさしい企業行動調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月５日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７４ 調査票承認番号（旧）２６５８３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪及び名古屋証券取引所１部及び２部上場企業

並びに従業員５００人以上の非上場企業・団体。 （抽出枠）「ＣＯＳＭＯＳ２（企業概要ファイ

ル）」株式会社帝国データバンク 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）環境省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月１０日 

【調査事項】 １．組織の概要，２．環境に関する考え方，３．環境マネジメントシステム等の監査，認証等，



 - 14 -

４．子会社，取引先との関係，５．環境会計，６．環境及びＣＳＲ等に関する情報開示，コミュニ

ケーション，７．環境ビジネス，８．地球温暖化防止対策，９．生物多様性の保全 
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【調査名】 学術情報基盤実態調査 

【実施機関】 文部科学省研究振興局情報課 

【目 的】 大学における学術情報基盤の実情を具体的に把握し，将来における関係諸施策推進に関する基礎資料

を得る。 

【沿 革】 昭和４１年より大学図書館実態調査として毎年実施されていた。平成１７年調査から，従来の大学図

書館実態調査を中央図書館記入用と分館及び部局図書館・室記入用に分割し，コンピュータ及びネット

ワーク編調査票を追加したことにより，現行名称に変更している。 

【調査の構成】 １－大学図書館編調査票（中央図書館記入用），２－大学図書館編調査票（分館及び部局図書

館・室記入用），３－コンピュータ及びネットワーク編調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「学術情報基盤実態調査結果報告」（毎年１月） 

（表章）全国 

【経 費】 ２６４千円 

※ 

【調査票名】 １－大学図書館編調査票（中央図書館記入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７５ 調査票承認番号（旧）２６５９９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）図書館 （属性）国公私立の大学 （抽出枠）全国大学一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）５月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年度調査：平成１９年７月に調査，平成１９年度調査：平

成１９年１２月に調査 

【調査事項】 １．図書館・室の職員数（職務内容別内訳，資格，臨時職員内訳），２．施設（用途別面積，閲

覧座席数，書架収容力），３．蔵書数（図書，雑誌，その他），４．図書・雑誌受入数（図書受入

数，雑誌受入数），５．視聴覚資料・機器数（視聴覚資料所蔵数の内訳，視聴覚機器保有台数，下

記（マイクロリーダー，テープレコーダー，ビデオレコーダー，ＣＤ・ＬＤ・ＤＶＤプレーヤー，
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レコードプレーヤー，映写機，スライドプロジェクター，閲覧用パソコン等）の機能を有する視聴

覚機器保有台数），６．サービス状況（開館状況，館外貸出冊数，参考業務（レファレンス・サー

ビス）利用件数，文献複写件数，図書館間相互協力），７．経費（図書館資料費の内訳，図書館・

室運営費の内訳），８．外部委託業務について（委託の有無，業務別内訳について），９．図書館

の公開について（学外者の図書館の利用について，利用を認めている利用者の所属，利用者数，条

件，範囲），１０．電子図書館的機能について（コンピュータの導入について，図書館用として大

学に置かれている端末の利用目的及び台数，目録所在情報の電子化，図書館のホームページの開

設，図書館ホームページでのサービスの提供，ＣＤ・ＤＶＤによるサービスの提供及びタイトル

数），１１．課題（組織・人員面，経費面，設備面，運営・サービス面，その他） 

※ 

【調査票名】 ２－大学図書館編調査票（分館及び部局図書館・室記入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７６ 調査票承認番号（旧）２６６００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）図書館 （属性）国公私立の大学 （抽出枠）全国大学一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１３ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）５月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年度調査：平成１９年７月に調査，平成１９年度調査：平

成１９年１２月に調査 

【調査事項】 １．図書館・室の職員数（職務内容別内訳，資格，臨時職員内訳），２．施設（用途別面積，閲

覧座席数，書架収容力），３．蔵書数（図書，雑誌，その他），４．図書・雑誌受入数（図書受入

数，雑誌受入数），５．視聴覚資料・機器数（視聴覚資料所蔵数の内訳，視聴覚機器保有台数，下

記（マイクロリーダー，テープレコーダー，ビデオレコーダー，ＣＤ・ＬＤ・ＤＶＤプレーヤー，

レコードプレーヤー，映写機，スライドプロジェクター，閲覧用パソコン等）の機能を有する視聴

覚機器保有台数），６．サービス状況（開館状況，館外貸出冊数，参考業務（レファレンス・サー

ビス）利用件数，文献複写件数，図書館間相互協力），７．経費（図書館資料費の内訳，図書館・
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室運営費の内訳），８．外部委託業務について（委託の有無，業務別内訳について），９．図書館

の公開について（学外者の図書館の利用について，利用を認めている利用者の所属，利用者数，条

件，範囲），１０．電子図書館的機能について（コンピュータの導入について，図書館用として大

学に置かれている端末の利用目的及び台数，目録所在情報の電子化，図書館のホームページの開

設，図書館ホームページでのサービスの提供，ＣＤ・ＤＶＤによるサービスの提供及びタイトル

数），１１．課題（組織・人員面，経費面，設備面，運営・サービス面，その他） 

※ 

【調査票名】 ３－コンピュータ及びネットワーク編調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７７ 調査票承認番号（旧）２６６０１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国公私立の大学 （抽出枠）全国大学一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）５月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年度調査：平成１９年７月に調査，平成１９年度調査：平

成１９年１２月に調査 

【調査事項】 １．組織・運営体制（情報戦略の策定状況，コンピュータやネットワークの管理運営の実務を行

う主たる組織，業務の外部委託の状況），２．学内ＬＡＮ（学内ネットワーク）の整備状況（学内

ＬＡＮ，対外接続，無線ＬＡＮ，ネットワーク関連業務を担当する常勤の専任教員数），３．ネッ

トワーク装置等整備状況（ネットワーク装置等の整備状況，パソコンの整備状況），４．教育への

活用（情報リテラシー教育，ネットワークを介した遠隔教育），５．セキュリティ（セキュリティ

対策の実施状況，全学的な学内認証基盤の有無），６．高速計算機（保有・利用状況，設置状

況），７．課題（組織・人員面，経費面，設備面，運営面，その他） 
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【調査名】 花き卸売市場調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 花きの卸売数量及び卸売価額を把握し，花きの栽培農家の安定的経営，市場価格の安定，流通改善対

策等花き関連施策に資することを目的とする。 

【沿 革】 平成３年度より花き統計調査の体系の中の花き流通統計調査として毎月実施されてきたが，平成８年

度に本調査を構成する２つの調査票のうち，花き価格調査票が廃止となったことに伴い，調査名につい

ても実態に合わせて現在の花き卸売市場調査と改称され，引き続き実施されている。 

【調査の構成】 １－花き卸売市場調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「農林水産統計速報」及びホームページ（調査月の

翌々月上旬），「花き流通統計調査報告」（調査翌年） （表章）全国，都道府県 

【経 費】 １２，４８８千円 

※ 

【調査票名】 １－花き卸売市場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７８ 調査票承認番号（旧）２６７４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）花き卸売市場について，都道府県ごとに切り花市場，

鉢もの市場のそれぞれを取扱金額の多い順に取扱金額のおおむね８０％をカバーするまでの市場及

びすべての中央市場の卸売会社とする。 （抽出枠）平成１７年度花き卸売市場一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３４／母４５６ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職員・

オンライン （記入）併用 （把握時）毎年１月から１２月までの１年間 （系統）農林水産省→

地方農政事務所（局）→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月中旬 

【調査事項】 品目・品種別の卸売数量及び卸売価額 
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【調査名】 歯科技工料調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 歯冠修復及び欠損補綴に際して用いられる各種歯科技工物の歯科技工料を調査し，歯科保険医療につ

いて検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－歯科技工料調査（歯科医療機関用調査票），２－歯科技工料調査（歯科技工所用調査票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査結果については，内部資料として使用するため，

原則，公表しない。 （表章）全国 

【経 費】 ６，８３８千円 

※ 

【調査票名】 １－歯科技工料調査（歯科医療機関用調査票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７９ 調査票承認番号（旧）２６１３６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）歯科医療機関 （抽出枠）医療施設調査（医療施設基

本ファイル） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／母７０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１９年７月１日から３１日までの１か月間 （系統）厚生労働省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年９月１４日 

【調査事項】 １．施設名，２．所在地，３．調査に該当しない場合はその理由，４．平成１９年７月中に納入

された歯科技工物の種類別総個数及び総金額 

※ 

【調査票名】 ２－歯科技工料調査（歯科技工所用調査票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８０ 調査票承認番号（旧）２６１３７ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）歯科技工所 （抽出枠）（社）日本歯科技工士会名簿

（平成１９年３月） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／母７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１９年７月１日から３１日までの１か月間 （系統）厚生労働省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年９月１４日 

【調査事項】 １．施設名，２．所在地，３．従事者数，４．受注方法等，５．平成１９年７月中に納入された

歯科技工物の種類別総個数及び総金額 
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【調査名】 保険医療材料等使用状況調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 医療材料の使用状況及び実勢価格を把握し，診療報酬改定及び材料価格改定の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－包括医療材料等購入価格調査票（在宅分），２－医療機器等購入価格調査票（在宅分），３

－包括医療材料等購入価格調査票（在宅以外），４－医療機器等購入価格調査票（在宅以外） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）行政資料として使用し，公表しない。 （表章）全国 

【経 費】 ２１，９０４千円 

※ 

【調査票名】 １－包括医療材料等購入価格調査票（在宅分） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８１ 調査票承認番号（旧）２６２６９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）次の要件を満たす保険医療機関 在宅時医学管理又は

在宅患者訪問診療を１か月に２０件以上行っておりかつ内科又は呼吸器科を標榜している一般診療

所 （抽出枠）医療施設調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日から３１日までの１か月間 （系統）厚生労働省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．包括医療材料の種類別，（１）ＪＡＮコード，（２）製品名及びモデル名，（３）単価，

（４）使用個数 

※ 

【調査票名】 ２－医療機器等購入価格調査票（在宅分） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８２ 調査票承認番号（旧）２６２６８ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）次の要件を満たす保険医療機関 在宅時医学管理又は

在宅患者訪問診療を１か月に２０件以上行っておりかつ内科又は呼吸器科を標榜している一般診療

所 （抽出枠）医療施設調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日から３１日までの１か月間 （系統）厚生労働省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．購入，リース又はレンタル別医療機器の種類別，（１）ＪＡＮコード，（２）製品名及びモ

デル名，（３）単価，（４）個数，（５）使用個数，（６）契約内容 

※ 

【調査票名】 ３－包括医療材料等購入価格調査票（在宅以外） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８３ 調査票承認番号（旧）２６２６９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）次の要件を満たす保険医療機関 放射線治療施設を有

し，一般病床が２００床以上の一般病院 （抽出枠）医療施設調査 放射線治療施設届出医療機関

一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日から３１日までの１か月間 （系統）厚生労働省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．包括医療材料の種類別，（１）ＪＡＮコード，（２）製品名及びモデル名，（３）単価，

（４）使用個数，（５）算定回数 

※ 

【調査票名】 ４－医療機器等購入価格調査票（在宅以外） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８４ 調査票承認番号（旧）２６２６８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）次の要件を満たす保険医療機関 放射線治療施設を有

し，一般病床が２００床以上の一般病院 （抽出枠）医療施設調査 放射線治療施設届出医療機関

一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日から３１日までの１か月間 （系統）厚生労働省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．購入，リース又はレンタル別医療機器の種類別，（１）ＪＡＮコード，（２）製品名及びモ

デル名，（３）単価，（４）個数，（５）使用した延べ患者数個数 
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【調査名】 医薬品価格調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 市場価格調査に基づき決定することとされている使用薬剤の購入価格（薬価基準）（厚生労働省告

示）の改正等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－販売業者用調査票，２－医療機関用調査票，３－保険薬局用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）中医協において了解されたルールに基づき

改定した「薬価基準」を告示（平成２０年３月）（加工情報の提供という形での公表） （表章）

全国 

【経 費】 ３９，９４６千円 

※ 

【調査票名】 １－販売業者用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８５ 調査票承認番号（旧）２６１８５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院，診療所（歯科診療所を含む。）及び保険薬局に

医薬品を販売する薬局，一般販売業者，特例販売業者，卸売一般販売業者及び歯科用薬剤販売業者 

（抽出枠）医薬品価格調査客体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，７００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月上旬 

【調査事項】 １．総価取引の有無，２．品名，３．規格，４．容量，５．販売包装単位，６．医薬品コード，

７．販売単価，８．販売数量，９．販売先の数 

※ 

【調査票名】 ２－医療機関用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８６ 調査票承認番号（旧）２６１８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院，診療所（歯科診療所を除く。） （抽出枠）医

療施設調査（平成１９年１月末概数） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／母１０８，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月上旬 

【調査事項】 １．総価取引の有無，２．品名，３．規格，４．容量，５．購入包装単位，６．医薬品コード，

７．購入個数，８．購入金額 

※ 

【調査票名】 ３－保険薬局用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８７ 調査票承認番号（旧）２６１８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保険薬局 （抽出枠）保険薬局処方せん取扱い状況調

査（（財）日本薬剤師会） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／母５０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月上旬 

【調査事項】 １．総価取引の有無，２．品名，３．規格，４．容量，５．購入包装単位，６．医薬品コード，

７．購入個数，８．購入金額 
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【調査名】 特定保険医療材料価格調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 市場の材料価格を調査し，健康保険法の規定により厚生労働大臣が定める「特定保険医療材料及びそ

の購入価格（材料価格基準）」（厚生労働省告示）の改正等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－販売業者用調査票，２－医療機関等用調査票，３－保険薬局用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）中医協において了解されたルールに基づき

改定した「薬価基準」を告示（平成２０年３月）（加工情報の提供という形での公表） （表章）

全国 

【経 費】 ７３，７８０千円 

※ 

【調査票名】 １－販売業者用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８８ 調査票承認番号（旧）２６１８８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院，一般診療所，歯科診療所，歯科技工所及び保険

薬局に特定保険医療材料を販売する医療機器販売業者 （抽出枠）特定保険医療材料価格調査客体

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，９００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調剤報酬点数表に規定する特定保険医療材料について平成１９年９月の１ヶ月間 （系統）厚

生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月上旬 

【調査事項】 １．コード番号，２．販売単価，３．保険償還単位に換算した入り数，４．販売数量 

※ 

【調査票名】 ２－医療機関等用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９８９ 調査票承認番号（旧）２６１８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院，一般診療所，歯科診療所及び歯科技工所 （抽

出枠）医療施設調査（平成１９年１月末概数），日本歯科技工士会会員名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，６１０／母１８２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調剤報酬点数表に規定する特定保険医療材料について平成１９年９月の

１ヶ月間 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月上旬 

【調査事項】 １．コード番号，２．購入単価，３．保険償還単位に換算した入り数，４．購入数量 

※ 

【調査票名】 ３－保険薬局用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９０ 調査票承認番号（旧）２６１９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保険薬局 （抽出枠）保険薬局処方せん取扱い状況調

査（（財）日本薬剤師会） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／母５０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調剤報酬点数表に規定する特定保険医療材料について平成１９年９月の

１ヶ月間 （系統）厚生労働省→都道府県→報告書 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年１１月上旬 

【調査事項】 １．コード番号，２．購入単価，３．保険償還単位に換算した入り数，４．購入数量 
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【調査名】 中小企業実態基本調査 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 中小企業基本法の規定に基づき，定期的に中小企業の実態を明らかにし，中小企業施策を効率的に実

施するために必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲），２－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」（平成２０年３月），「調査結果

報告書（確報）」（平成２０年６月） （表章）全国 

【経 費】 ２９８，６８０千円 

※ 

【調査票名】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９１ 調査票承認番号（旧）２６６０５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情報通信

業，運輸業，卸売・小売業，不動産業，飲食店・宿泊業，サービス業（他に分類されないもの）の

うち法人企業及び個人事業者 （抽出枠）事業所・企業データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５２，５３３／母３，７１７，９４５ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１８年度決算期間 （系統）中小企業庁→民間調査機関

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年９月１８日 

【調査事項】 １．企業の概要（名称，所在地など），２．資産及び負債・資本，売上高及び営業費用，設備投

資等，３．従業者数，４．取引金融機関，５．委託の状況，６．受注の状況，７．工事の受注，

８．製品（商品）の仕入先・販売先，９．チェーン組織への加盟状況，１０．電子商取引の実施状

況 

※ 

【調査票名】 ２－中小企業実態基本調査（調査票乙） 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９２ 調査票承認番号（旧）２６６０６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情報通信

業，運輸業，卸売・小売業，不動産業，飲食店・宿泊業，サービス業（他に分類されないもの）の

うち法人企業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５３，８６９／母１，３８９，５４６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１８年度決算期間 （系統）中小企業庁→民間調査機関

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年９月１８日 

【調査事項】 １．企業の概要（名称，所在地など），２．資産及び負債・資本，売上高及び営業費用，設備投

資等，３．従業者数，４．取引金融機関，５．委託の状況，６．受注の状況，７．工事の受注，

８．製品（商品）の仕入先・販売先，９．チェーン組織への加盟状況，１０．電子商取引の実施状

況 
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【調査名】 医薬品・医療機器産業実態調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 医薬品製造販売業及び卸売業，医療機器製造販売業及び卸売業の経営実態を把握し，医薬品並びに医

療機器産業の健全な発展に必要な施策を講ずるための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和４７年以降毎年実施していた「医薬品産業実態調査」と，平成２年以降毎年実施して

いた「医療機器産業実態調査」について，平成１１年に両調査を統合している。 

【調査の構成】 １－医薬品（製造販売業）調査票，２－医薬品（卸売業）調査票，３－医療機器（製造販売業）

調査票，４－医療機器（卸売業）調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計終了後） （表章）全国 

【経 費】 ５，２１３千円 

※ 

【調査票名】 １－医薬品（製造販売業）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９３ 調査票承認番号（旧）２６５６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１９年３月３１日現在において，薬事法に基づき医

薬品製造販売業の許可を受けて，医薬品を製造販売している者 （抽出枠）日本製薬団体連合会の

業態別１４団体の所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎

年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．経営成績及び財政状態，（１）損益計算書項目及び貸借対照表項目，

（２）セグメント情報，３．研究開発費及び設備投資，４．パイプラインの状況，５．後発医薬品

のある先発医薬品の売上高 

※ 

【調査票名】 ２－医薬品（卸売業）調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９４ 調査票承認番号（旧）２６５６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１９年３月３１日現在において，薬事法に基づき卸

売一般販売業の許可を受けて，薬局の開設者，病院，診療所の開設者等に対して医薬品を販売し，

又は授与している者 （抽出枠）日本医薬品卸業連合会及び日本ジェネリック医薬品販社協会の所

属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎

年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．経営成績及び財政状態（１）損益計算書及び貸借対照表，（２）セグメン

ト情報 

※ 

【調査票名】 ３－医療機器（製造販売業）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９５ 調査票承認番号（旧）２６５６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１９年３月３１日現在において，薬事法に基づき，

医療機器の製造販売業の許可を受けて，医療機器を製造販売している者 （抽出枠）日本医療機器

産業連合会加盟の２０団体の所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎

年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．経営成績及び財政状態（損益計算書及び貸借対照表），３．医療機器売上

高（製品区分別，国内製品・輸入製品別，国内・海外別），４．医療機器の販売状況，５．事業所

の状況，６．研究開発費及び設備投資 
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※ 

【調査票名】 ４－医療機器（卸売業）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９６ 調査票承認番号（旧）２６５６６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１９年３月３１日現在において，薬事法に基づき医

療機器販売業の許可を受け，又は届け出をし，医療機器を業として販売している者 （抽出枠）日

本医療機器販売業協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎

年３月３１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月 

【調査事項】 １．会社の概要，２．医療機器の販売先状況等，３．売上高状況等，４．都道府県別売上高状況

等，５．仕入の状況（医療機器の仕入先数），６．決算状況（損益計算書及び貸借対照表） 
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【調査名】 企業における採用管理等に関する実態調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 企業における人材確保，特に正社員の中でも中核となる人材をいかに確保するかという点を中心に，

採用方針，人材ニーズ等を把握し，今後の雇用対策に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－企業における採用管理等に関する実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査実施後１年以内に「結果概況」を公表し，その後

「調査結果報告書」を作成。 （表章）全国 

【経 費】 ６，７２０千円 

※ 

【調査票名】 １－企業における採用管理等に関する実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９７ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用労働者

３０人以上を雇用する民営企業 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／母１３８，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１９年９月２０日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項，（１）主な事業の内容，（２）企業全体の常用労働者規模，２．

採用等に関する事項，（１）５年前と比べた常用労働者数の変化，（２）５年前と比べた正社員数

の変化，（３）常用労働者に占める正社員割合，（４）５年前と比べた常用労働者に占める正社員

割合の変化，（５）過去１年間の採用の状況，（６）採用の満足度，（７）今後の採用の計画，

（８）採用区分別，既卒者の応募受付状況及び応募受付予定の有無，（９）学歴区分別，新規学卒

者枠での既卒者応募受付の際の年齢の上限，（１０）学歴区分別，新規学卒者枠での既卒者応募受
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付の際の卒業後経過期間の上限，（１１）学歴区分別，通年採用の実施状況及びその採用時期，

３．企業の中核となる人材に関する事項，（１）職種別，企業の中核となる人材に期待する事項，

（２）企業の中核となる人材の現在の不足感及び将来的に不足する懸念の有無，（３）現在不足感

がなく将来的にも不足する懸念がない理由，（４）不足に備えて行った対応，（５）中途採用者枠

で採用した際効果のあった能力の把握方法，（６）職種別，現在不足感がある又は将来的に不足す

る懸念がある要因，（７）職種別，現在の不足感又は将来的に不足する懸念を解消するための対

策，（８）中途採用者枠で採用する際の能力の把握方法，（９）採用区分別，正社員を採用する際

の募集方法，（１０）職種別，正社員に対する教育訓練方法，４．非正社員から正社員への登用制

度に関する事項，（１）非正社員から正社員への登用制度及び登用実績の有無，（２）職種別，非

正社員から正社員への登用の際の年齢の上限，（３）正社員への登用後，中核となる人材として活

躍している事例の有無，（４）非正社員から正社員への登用についての今後の方針 
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【調査名】 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

【実施機関】 文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

【目 的】 児童生徒の問題行動等について全国状況を調査・分析することにより，今後の指導の充実に資する。 

【調査の構成】 １－児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査票（小学校・中学校用），２－児童

生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査票（高等学校用），３－児童生徒の問題行動等

生徒指導上の諸問題に関する調査票（特殊教育諸学校用），４－児童生徒の問題行動等生徒指導上

の諸問題に関する調査票（都道府県・市町村教育委員会用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）ホームページにて公表（平成１９年８月） （表章）

全国 

※ 

【調査票名】 １－児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査票（小学校・中学校用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９８ 調査票承認番号（旧）２６５２３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）小学校，中学校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３４，２００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→小・中学校を設置する国立大学

法人→報告者（附属小・中学校），文部科学省→都道府県教育委員会→報告者（県立中学校），文

部科学省→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者（市町村立小・中学校），文部科学省

→都道府県私学主管部課→報告者（私立小・中学校） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．小学校及び中学校における暴力行為の状況，（１）暴力行為の発生件数，（２）暴力行為の

状況，（３）加害児童生徒の数，学校の措置別及び警察等の措置別人数，２．小学校及び中学校に

おけるいじめの状況等，（１）いじめの発見件数，（２）いじめの解消状況，（３）いじめの発見

のきっかけ，（４）いじめの態様，（５）いじめの問題に対する取組，３．小学校及び中学校にお

ける不登校の状況等，（１）不登校の児童生徒数，（２）不登校となったきっかけと継続している
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理由，（３）指導結果状況及び効果のあった学校の措置，（４）相談・指導を受けた機関，（５）

指導要録上出席扱いとした児童生徒数，４．小学校及び中学校における自殺の状況，（１）自殺の

理由別件数，理由の具体的内容 

※ 

【調査票名】 ２－児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査票（高等学校用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９９９ 調査票承認番号（旧）２６５２４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）高等学校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，４００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→高等学校を設置する国立大学法人→

報告者（附属高等学校），文部科学省→都道府県教育委員会→報告者（県立高等学校），文部科学

省→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者（市町村立高等学校），文部科学省→都道府

県私学主管部課→報告者（私立高等学校） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．高等学校における長期欠席者の状況等，（１）長期欠席者の状況，（２）不登校状態となっ

た直接のきっかけと不登校状態が継続している理由，２．高等学校における中途退学者数等の状

況，（１）理由別退学者数，（２）懲戒による退学者数，（３）原級留置者数，（４）以前に高等

学校を退学し，再入学した者の数，（５）以前に高等学校を退学し，編入学した者の数，３．高等

学校における暴力行為の状況，（１）暴力行為の発生件数，（２）暴力行為の状況，（３）加害生

徒の数，学校の措置別及び警察等の措置別人数，４．高等学校におけるいじめの状況等，（１）い

じめの発見件数，（２）いじめの解消状況，（３）いじめの発見のきっかけ，（４）いじめの態

様，（５）いじめの問題に対する取組，５．高等学校における自殺の状況，（１）自殺の理由別件

数，（２）理由の具体的内容 

※ 

【調査票名】 ３－児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査票（特殊教育諸学校用） 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７０００ 調査票承認番号（旧）２６５２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）特殊教育諸学校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→特殊教育諸学校を設置する国立大学

法人→報告者（附属特殊教育諸学校），文部科学省→都道府県教育委員会→報告者（県立特殊教育

諸学校），文部科学省→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者（市町村立特殊教育諸学

校），文部科学省→都道府県私学主管部課→報告者（私立特殊教育諸学校） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．特殊教育諸学校におけるいじめの状況等，（１）いじめの発見件数，（２）いじめの解消状

況，（３）いじめの発見のきっかけ，（４）いじめの態様，（５）いじめの問題に対する取組 

※ 

【調査票名】 ４－児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査票（都道府県・市町村教育委員会用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７００１ 調査票承認番号（旧）２６５２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８５０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者（市町

村教育委員会） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．いじめ・不登校への対応状況，（１）いじめの問題により就学校の指定変更等を行った児童

生徒数，（２）教育支援センター（適応指導教室）の状況，２．教育相談の状況，（１）教育相談

を行っている機関等の状況等，３．出席停止の措置の状況，（１）出席停止の措置がとられた小・

中学校等の数，（２）児童・生徒数，（３）期間別件数，（４）理由別件数，（５）監護の場所 
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【調査名】 農産物地産地消等実態調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 「食料・農業・農村基本法」に基づく「食料・農業・農村基本計画」では，食料自給率向上のため，

地産地消を重点的に取り組むべき事項として位置付けるとともに，その全国展開等を積極的に推進する

こととしている。このため，地産地消推進検討会を設置し，地産地消の推進施策を取りまとめた「地産

地消推進行動計画」の策定や実施状況についての点検・検証，今後の推進方向等について検討を行うこ

ととしている。このことから，地域における地産地消等の「食」と「農」との一本化を図る取組の実態

を明らかにするため，産地直売所における地場農産物の取扱状況等についての調査を実施する。 

【調査の構成】 １－産地直売所調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「概要」（平成２０年３月上旬） （表章）全国 

【経 費】 ７，８８０千円 

※ 

【調査票名】 １－産地直売所調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年７月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７００２ 調査票承認番号（旧）２５８７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）生産者が自ら生産した農産物を生産者又は生産者のグ

ループが，定期的に地域内外の消費者と直接対面で販売するために開設した産地直売所 （抽出

枠）２００５年農林業センサス結果及び産地直売所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７４５／母１３，５３８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１０月～１１月 

【調査事項】 １．フェイス事項（運営（経営）主体機関，開設年次，売場面積（ｍ２），従業者数，営業時

期，年間営業日数）， ２．産地直売所の経営概況，（１）参加（登録）農家，（２）購入者，

３．「地場農産物」の取扱状況，（１）販売状況と地場農産物の割合，（２）地場農産物販売の取

組・効果・課題，（３）地場農産物のこれまで及び今後の取扱い 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 労働福祉等実態調査 

【実施機関】 大分県企画振興部統計調査課 

【目 的】 大分県内の民間事業所における労働条件や労働福祉等について，その実態と動向を把握し，今後の労

働施策を推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労働福祉等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「労働福祉等実態調査結果報告書」（翌年

１月） （表章）都道府県 

【経 費】 １，２２０千円 

※ 

【調査票名】 １－労働福祉等実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）大分県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく１３大産業（建設

業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，

不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教育，学習支援業，複合サービス事業，サービス業） 

（抽出枠）「平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿」（予定） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／母５８，１６０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）大分県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月１５日 

【調査事項】 １．基本調査項目（毎年度実施），（１）事業所の現況，（２）週休制，（３）年間休日数，

（４）連続休暇，（５）年次有給休暇，（６）各種休暇制度，（７）福利厚生，（８）育児・介護

休業制度，（９）再雇用特別措置制度，（１０）定年制，（１１）パートタイム労働者，（１２）

派遣労働者，（１３）労働時間，２．特定調査項目（隔年度実施），（１）定年制，退職金，

（２）パートタイム労働者，（３）労働時間 
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【調査名】 大阪府内における中小企業による産業支援機関の利用に関する調査 

【実施機関】 大阪府 

【目 的】 大阪府内の中小企業における産業支援機関の利用の実態を明らかにすることにより，大阪府における

産業支援機能のあり方検討のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－大阪府内における中小企業による産業支援機関の利用に関する調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）産業支援機能のあり方を検討するための有識者会議に

おいて報告する予定。（平成１９年夏頃） （表章）都道府県 

【経 費】 ２５０千円 

※ 

【調査票名】 １－大阪府内における中小企業による産業支援機関の利用に関する調査 

【受理年月日】 平成１９年７月３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３８ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）経営組織が株式会社・有限会社・合名会社・合資

会社である事業所のうち本所で企業常用雇用者規模が２９９人以下であり，かつ，会社全体の主産

業が日本標準産業分類に掲げる製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，医療・福祉，サービ

ス業（他に分類されないもの）に該当する事業所，又は経営組織が株式会社・有限会社・合名会

社・合資会社である事業所のうち単独事業所で，常用雇用者が２９９人以下であり，かつ，事業所

の主産業が日本標準産業分類に掲げる製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，医療・福祉，

サービス業（他に分類されないもの）に該当する事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計

調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母７９，６２６ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年５月末日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月中旬 

【調査事項】 １．事業活動の現状，２．主な事業活動や課題，それを解決するための相談の状況，３．外部と

のネットワーク（相談・意見交換できる相談者）の活用の状況や望ましい支援策，４．府内の支援

機関・施設の利用状況 
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【調査名】 平成１９年度中小企業賃金及び労働時間等調査 

【実施機関】 徳島県 

【目 的】 中小企業における賃金や労働時間等の実態を把握し，今後の労働行政を推進する上での基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－平成１９年度徳島県中小企業賃金及び労働時間等調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月３１

日） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－平成１９年度徳島県中小企業賃金及び労働時間等調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３９ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）徳島県全域 （単位）企業 （属性）企業常用雇用者規模１０人以上３００人以下の県

内会社企業（農林漁業，鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸

業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教育，学習支援業，

サービス業（他に分類されないもの）） （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２，５５７ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年７月３１日現在 （系統）徳島県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月３０日 

【調査事項】 １．従業員の人数・平均年齢・平均勤続年数，２．雇用形態別賃金の支給総額（基準内賃金，基

準外賃金），３．賃金支払い形態及び昇給の有無，４．労働時間，５．年次有給休暇，６．定年制

度の状況（高齢者雇用安定法に基づく雇用確保措置等），７．退職金制度 
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【調査名】 買物動向調査 

【実施機関】 山口県 

【目 的】 山口県民の生活圏，県内各都市・地域の消費吸引力及び県外流出状況を把握する。 

【調査の構成】 １－買物動向調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年１０月） （表章）

都道府県 

【経 費】 ８，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－買物動向調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０４０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）世帯 （属性）全世帯の５％ （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２９，８００／母５９６，３００ （配布）併用 （取集）併

用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）山口県→市町→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年６月１日～平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．主な買物場所（市場，スーパー，一般小売，百貨店等），２．買物先選択理由（近い，安

い，品質等），３．地元商店街に対する満足度（品質，接客態度，値段に対する満足度等），４．

地元商店街に欲しい施設（歩道，アーケード，駐車場等の顧客利便施設の必要性），５．買物時に

おける自家用車利用割合，６．地区別，品目別地元購入率，７．地区別，品目別地元以外での購入

率（県外流出状況の把握） 
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【調査名】 仕事と子育て両立支援に関する調査 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政担当局労働福祉課 

【目 的】 現在の愛知県内企業の育児・介護休業制度の整備・取得状況を始めとした労働環境について調査し，

労働者が仕事と育児等の調和の取れた多様な働き方ができる職場環境の整備を促進するための基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－育児・介護休業制度等実施状況調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１２月２

０日以降公表（記者発表）予定） （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－育児・介護休業制度等実施状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０４１ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）事業所 （属性）事業所・企業統計調査による大分類Ｅ建設業，

Ｆ製造業，Ｈ情報通信業，Ｉ運輸業，Ｊ卸売・小売業，Ｋ金融・保険業，Ｍ飲食業，宿泊業，Ｎ医

療，福祉（Ｎ７３医療業），Ｏ教育，学修支援業，Ｐ複合サービス事業，Ｑサービス業（Ｑ８１学

術・開発研究機関，９１政治・経済・文化団体，９２宗教，９３その他のサービス業，９４外国公

務，９６地方公務を除く）の１１産業及びその他（産業分類不明等）に属し，常用労働者数５人以

上の民営事業所から，産業別・規模別・地域別に層化して無作為に抽出した３，０００事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母３２８，４９０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）愛知県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月１４日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地等の属性に関する事項，２．育児・介護休業制度，子の看護休暇制度

に関する事項，３．その他支援制度に関する事項 
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【調査名】 製造業と卸売業の業態変革に関する調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 製造業が製造卸売業や卸売業の業態に近くなる例や，卸売業が他産業へと活動領域を広げる動きに焦

点をあて，製造業と卸売業における既存事業の再構築や業態変革に向けた取組を調査する。 

【調査の構成】 １－製造業と卸売業の業態変革に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年４月頃） （表章）

都道府県 

【経 費】 ３００千円 

※ 

【調査票名】 １－製造業と卸売業の業態変革に関する調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０４２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）大阪府内 （単位）企業 （属性）府内民営事業所のうち，経営組織が会社企業（株式

会社，有限会社，合名・合資会社，相互会社）の，単独事業所と本所・本社・本店で，産業は製造

業と卸売業。対象規模は，単独事業所について，従業者規模で，製造業は２０～２９９人，卸売業

は１０～９９人以下。会社企業の本所・本社・本店について，企業常用雇用者規模で，製造業は２

０～２９９人，卸売業は１０～９９人以下。 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／母９，１６９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）１９年８月末日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年９月 

【調査事項】 １．企業の概要，２．企業の本業と，新事業への取組，３．受注先又は販売先とその変化，４．

経営状況，戦略など 
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【調査名】 石綿ばく露による健康影響調査 

【実施機関】 奈良県 

【目 的】 奈良県内には，石綿を利用していた事務所がかつて存在し，また，それら周辺住民に中皮腫の発症が

報告されていることから，県内での一定期間に中皮腫で死亡した全例を対象に，疫学調査を行うことに

より県内の中皮腫の死亡状況を明らかにし，得られた結果の公表を通じて，県民の健康不安の解消と，

効果的な検診による石綿ばく露による健康影響の早期発見と適切な受診を促すことを目的とする。 

【調査の構成】 １－石綿ばく露による健康影響調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年１月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２００千円 

※ 

【調査票名】 １－石綿ばく露による健康影響調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０４３ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）①人口動態調査の死亡小票の原死因符号欄にＣ４

５（中皮腫）と記入されている者の内，平成１６年１月１日から平成１８年１２月３１日までの３

年間の死亡者で死亡当時奈良県に在住していた者，②奈良県内の保健所が聞き取り調査期間内に把

握した，平成１９年１月１日から聞き取り調査終了期間内までに中皮腫により死亡した者で，死亡

当時奈良県に在住していた者 （抽出枠）①平成１６年～１８年人口動態調査の死亡小票，②県内

保健所が独自に情報把握して作成した平成１９年１月１日からの中皮腫死亡者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）郵送・その他（対象者に電話にて連絡の上，持参または郵送を行

う） （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）奈良県→県内保健所→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年８月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．調査対象者の基本的事項（対象者氏名，性別，生年月日，死亡した年月日，死亡時の住所，

死亡の原因，健康診査の受診の程度，医療機関の受診のきっかけ，喫煙の有無，その他の疾病，労
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災認定の有無，健康管理手帳の有無，対象者家族の石綿関連疾患の既往の有無，診断医師の所属・

氏名），２．調査対象者の職業の状況に関する事項（勤務先の会社名，勤務先の会社の所在地，勤

務先の会社に所属していた期間，勤務先の会社の業態，勤務先での仕事の内容，石綿（アスベス

ト）製品の取扱業務，調査対象者の仕事場周辺で行われていた仕事，仕事で頻繁に出入りしていた

場所，職場で石綿（アスベスト）を吹き付けていた場所），３．家族内の環境等に関する事項（作

業衣の洗濯，工場からの作業具，備品等の持ち帰り，家庭内での絶緑物の使用等，家庭内での石綿

（アスベスト）の使用等），４．生活環境に関する事項（居住地に関する事項，保育・通学・通勤

歴に関する事項，幼少期の遊び・環境に関する事項） 
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（２） 変更 

【調査名】 青少年・保護者の意識と行動調査 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局広聴課 

【目 的】 「第５次神戸市青少年育成中期計画」効果の検証のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年用），２－青少年・保護者の意識と行動調

査票（中学２年生用），３－青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年生・中学２年生の保

護者用），４－青少年・保護者の意識と行動調査票（高校生等用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）未定 （表章）市区町村 

【経 費】 ２，２００千円 

※ 

【調査票名】 １－青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年用） 

【受理年月日】 平成１９年７月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２９ 受理番号（旧）１０２０４０ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）小学校５年生 （抽出枠）教育委員会を通じて抽

出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，１２５ （配布）学校を通じて （取集）学校を通じて 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→学校→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月下旬（予定） 

【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．学校生活，５．地域生活，６．健康状

況等 

※ 

【調査票名】 ２－青少年・保護者の意識と行動調査票（中学２年生用） 

【受理年月日】 平成１９年７月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２９ 受理番号（旧）１０２０４０ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）中学２年生 （抽出枠）教育委員会を通じて抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，１２５ （配布）学校を通じて （取集）学校を通じて 
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（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→学校→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月下旬 

【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．学校生活，５．地域生活，６．健康状

況等 

※ 

【調査票名】 ３－青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年生・中学２年生の保護者用） 

【受理年月日】 平成１９年７月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２９ 受理番号（旧）１０２０４０ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）小学校５年生及び中学２年生の保護者 （抽出

枠）教育委員会を通じて抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００ （配布）学校を通じて （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→学校→報告者→神戸市 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月下旬（予定） 

【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．しつけや教育の悩み，５．学校への関

わり，６．地域生活等 

※ 

【調査票名】 ４－青少年・保護者の意識と行動調査票（高校生等用） 

【受理年月日】 平成１９年７月４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２９ 受理番号（旧）１０２０４０ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）高校生 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録原

票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月下旬（予定） 

【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．学校生活，５．地域生活，６．健康状

況等 
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【調査名】 労働実態調査 

【実施機関】 宮城県 

【目 的】 宮城県内の民間事業所における賃金労働時間等の実態を把握し，労務改善等の基礎資料を得る。 

【沿 革】 平成９年度まで宮城県と仙台市が各々実施していた「労働実態調査」（宮城県）と「事業所基本調

査」（仙台市）を一本化し，平成１０年度から「労働実態調査」として実施する。 

【調査の構成】 １－労働実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「労働実態調査結果報告書」（毎年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，０６４千円 

※ 

【調査票名】 １－労働実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３０ 受理番号（旧）２０６０７３ 

【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく建設業，製造業，情

報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，サービス業，その他（鉱業，電気・ガス・熱供給・水道業，サービス業（他に分

類されないもの））の１２産業について，従業員１０人以上の事業所 （抽出枠）平成１６年事業

所・企業統計調査事業所名簿（平成１６年６月１日現在） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２０，９４５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）宮城県→（地方振興事務所担当班）→報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年８月１０日 

【調査事項】 １．事業所の現況，（１）事業所名，所在地，（２）業種，（３）企業の規模，（４）本社所在

地，（５）労働組合の有無，（６）従業員の構成，２．賃金，（１）男女別・総支給人員，平均年

齢，平均勤続年数，男女別・総所定内賃金，男女別・総所定外賃金，（２）平成１８年年末手当

（男女別・総支給人員，男女別・総支給額），（３）平成１９年夏季手当（男女別・総支給人員，
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男女別・総支給額），（４）平成１９年度の新規採用状況，（５）高卒者の男女別採用人員，男女

別初任給額，（６）短大，専修，高専卒者の男女別採用人員，男女別初任給額，（７）大卒者の男

女別採用人員，男女別初任給額，（８）嘱託，契約社員，パートタイム労働者の賃金，（９）常用

労働者（正社員）の給与支給形態，（１０）常用労働者（正社員）の基本給決定要素，（１１）退

職金制度の有無，（１２）退職金の支払準備形態，３．労働時間，（１）１日の所定労働時間（常

用労働者，パートタイム労働者），（２）１週の所定労働時間（常用労働者，パートタイム労働

者），（３）所定外労働時間（常用労働者，パートタイム労働者），（４）所定外（時間外）労働

時間が８０時間以上になった労働者の状況，（５）週休制の実施形態，（６）変形労働時間の実施

状況，（７）年次有給休暇（付与日数，取得日数，取得率），（８）多様な休暇制度，４．雇用，

（１）中途採用者の男女別年代別人数，（２）定年制度及び定年年齢到達者の雇用促進制度，

（３）改正高年齢雇用安定法への取組状況，（４）退職者の人数及び理由，（５）外国人労働者等

の人数，（６）障害者雇用の有無，（７）障害別，雇用形態別障害者雇用の人数，（８）障害者雇

用助成制度の利用，５．育児・介護等支援，（１）産前産後休業制度の有無，休養中の賃金の有

無，休業期間，（２）育児休業制度の有無，休業期間，休業中の賃金の有無，育児休業取得者の

数，（３）介護休業制度の有無，休業期間，休業中の賃金の有無，介護休業取得者の数，（４）育

児支援制度の実施状況，（５）「子の看護休暇」の取得人数，取得の日数，（６）次世代育成支援

対策への取組状況，（７）育児・介護休業法改正への取組状況，６．パートタイム労働者の諸制度

の実施状況，７．ポジティブ・アクション，（１）ポジティブ・アクション実施状況，（２）男女

別管理職の人数，８．経営改善，（１）経営改善措置の実施状況，（２）ワークシェアリングの実

施状況 
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【調査名】 労働条件等実態調査 

【実施機関】 和歌山県 

【目 的】 和歌山県内の事業所に雇用される労働者の労働条件，各種制度の実態を明らかにし，それらの改善

と，労使関係の安定に資するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労働条件等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年度内） （表章）都道府

県 

【経 費】 ５００千円 

※ 

【調査票名】 １－労働条件等実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３１ 受理番号（旧）２０６０８０ 

【調査対象】 （地域）和歌山県全域 （単位）事業所 （属性）「事業所・企業統計調査」より把握された，

和歌山県内に所在する以下の事業所，①常用雇用者が３０人以上の全事業所（ただし，和歌山県内

に複数の事務所がある場合は主たる事業所），②常用雇用者１０人以上３０人未満の単独事業所，

本所の中から無作為に抽出した５９８事業所 （抽出枠）「平成１６年度事業所・企業統計調査」

（総務省統計局） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母５，１９８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）和歌山県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）本年８月３１日 

【調査事項】 １．事業所の現況，（１）事業所名，所在地等，（２）産業分類，（３）事業所の労働者数，

２．賃金，労働時間，（１）賃金体系，（２）週休制，（３）休暇制度，（４）多様な就労形態，

３．定年制，（１）定年制の有無，形態，（２）定年後の制度，（３）団塊の世代の割合，（４）

団塊の世代の退職の影響の有無，（５）団塊の世代の退職の影響の内容，（６）団塊の世代の対

策，４．育児・介護休業制度等，（１）育児休業制度の規定の有無，内容，（２）育児休業制度の

男女別利用者数，（３）育児休業の利用期間別人数，（４）育児休業を取得する際の雇用管理，
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（５）介護休業制度の規定の有無，内容，（６）介護休業制度の男女別利用者数，（７）育児・介

護のための支援措置，（８）育児施設の運営がある場合の年間利用人数，（９）育児休業・介護休

業の導入及び運用における問題点，（１０）子の看護休暇制度の規定の有無，内容，（１１）子の

看護制度の利用人数，５．パートタイム労働者，（１）一般労働者，パートタイム労働者に適用さ

れる制度，（２）パートタイム労働者の労働契約，６．公益通報者保護法，（１）公益通報につい

ての規定の有無，（２）公益通報の受付相談窓口の有無，（３）通報，相談の有無，（４）窓口を

設置している場所，７．人事・労務管理，（１）人事・労務管理についての関心事，（２）管理職

数及びそのうちの女性の人数，（３）職場におけるセクシュアルハラスメント問題の取り組み 



 55

【調査名】 中心市街地に関する県民意識・消費動向調査 

【実施機関】 新潟県産業労働観光部商業振興課 

【目 的】 新潟県や市町村の中心市街地活性化対策，商店街振興施策構築の基礎資料，商店街や商業者が事業展

開を計画する上での基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中心市街地に関する県民意識・消費動向調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」，「ＣＤーＲＯＭ」（平成２０年

３月） （表章）都道府県 

【経 費】 ４，１２２千円 

※ 

【調査票名】 １－中心市街地に関する県民意識・消費動向調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３２ 受理番号（旧）２０４０３９ 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）世帯 （属性）２０歳代～７０歳代の男女 （抽出枠）住民基本

台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２３，０６９／母８３１，３９０ （配布）併用 （取集）併

用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟県→市町村→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年９月 

【調査事項】 １．中心市街地に関する県民意識，（１）中心市街地利用の程度・目的，（２）中心市街地利用

のための条件・ニーズ，（３）中心市街地活性化の必要性に対する認識，２．中心市街地の商店街

に対する県民意識，（１）商店街の利用頻度，商店街を利用する理由，（２）商店街利用にあたっ

ての不満，（３）商店街利用のための条件・ニーズ，３．消費動向，（１）世帯の消費行動，

（２）衣料，家電製品，日用雑貨等１６品目についての消費行動，（３）消費行動の際に利用する

交通手段 
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【調査名】 県政世論調査 

【実施機関】 島根県政策企画局広聴広報課 

【目 的】 島根県民の意識を把握し，今後の県政推進のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県政世論調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページに公

表（平成１９年１２月上旬） （表章）都道府県 

【経 費】 ２，９１９千円 

※ 

【調査票名】 １－県政世論調査 

【受理年月日】 平成１９年７月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３３ 受理番号（旧）２０６０６９ 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の男女個人 （抽出枠）選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母５９９，４９５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）島根県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．県民の生活意識，２．県の広聴広報活動，３．竹島問題，４．中山間地域振興，５．県の政

策・施策，６．日常の生活意識 
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【調査名】 企業物価調査 

【実施機関】 日本銀行調査統計局物価統計担当 

【目 的】 企業物価指数作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－価格調査票（国内・輸出・輸入） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）記者発表，ホームページ，統計書への掲載等（毎月前

半） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－価格調査票（国内・輸出・輸入） 

【受理年月日】 平成１９年７月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３４ 受理番号（旧）２０７００１ 

【調査対象】 （地域）全国（各品目毎に代表性に配慮して選定） （単位）企業 （属性）全国の生産者，卸

売業者，輸出入業者 （抽出枠）会社四季報，業界団体名簿及び業界からのヒアリング等により各

品目における取引高上位の企業を選定。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）調査日現在 （系統）日本銀行調査統計局→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月初旬 

【調査事項】 １．銘柄，２．価格条件（表示通貨，受渡条件，数量単位等），３．調査価格， 
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【調査名】 県政世論調査 

【実施機関】 香川県政策部広聴広報課 

【目 的】 県政施策に対する県民の意見や要望等を把握し，今後の施策立案の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県政世論調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平

成１９年１０月） （表章）都道府県 

【経 費】 １，４００千円 

※ 

【調査票名】 １－県政世論調査票 

【受理年月日】 平成１９年７月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３５ 受理番号（旧）２０６０８１ 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女（平成１９年６月２日現在の選

挙人名簿） （抽出枠）選挙人名簿（平成１９年６月２日現在） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母８３５，９３９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）香川県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年７月３０日～８月１２日 

【調査事項】 １．動物の愛護と管理について，２．ボランティア・ＮＰＯ活動について，３．メタボリックシ

ンドローム（内臓脂肪症候群）について，４．県政の重要度と満足度について，５．今後の県政の

在り方について 
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【調査名】 新潟市景況調査 

【実施機関】 新潟市 

【目 的】 新潟市内の民営事業所について景気動向を把握し， 地域産業の振興施策を検討するうえでの基礎資

料とする。 

【調査の構成】 １－新潟市景況調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」Ｈ１９年１０月３１日

とＨ２０年４月３０日までにＨＰで公開 （表章）市区町村 

※ 

【調査票名】 １－新潟市景況調査 

【受理年月日】 平成１９年７月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０３６ 受理番号（旧）１０７０２４ 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）事業所 （属性）新潟市内の民営事業所。対象となる事業所は，

建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，飲食店，宿泊業，複合サービス業，サービ

ス業（他に分類されないもの）に属する民営事業所。 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調

査 漢字リストテープ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母３２，５３９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年４月～平成１９年９月，平成１９年１０月～平成２０年３月 

（系統）新潟市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）平成２０年２月１６日～平成２０年３月５日 

【調査事項】 １．業況，２．受注状況，３．生産・売上，４．生産能力，５．出荷状況，６．在庫水準，７．

価格，８．採算，９．資金繰り，１０．雇用，１１．設備投資，１２．経営上の問題 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(4) (4) (4) (12)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 6 615

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 2 96

(3) (4) (4) (5) (16)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 8 711

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 6 479

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 15 575

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 21 1054

2 2 0 0 0 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (28)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 9 189

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (29)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 9 194

(1) (1) (1) (1) (4)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 14 952

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 39 2115

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 8 2 2 2 2 2 4 27

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 46 2784

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 89 4960

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 70 2979

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 17 651

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 207

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 32

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (1) (114)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 14 1086

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (122)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 105 4955

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 24 995

11 1 7 11 27 4 61

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 3 571

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (207)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 15 1645

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (232)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 46 3272

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 43 1578

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 15 1339

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 58 2917

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (67)

2 1 4 11 1 1 1 2 23

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 24 849

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 9 412

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 312 440 353 19043

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 325 448 362 19455

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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年（月） 備　考

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

(4)

1 1 3 3

(1)

1

(1) (4)

1 1 3 1 3

1 4 6 8

(1)

3 5 7 3

(1)

1 3 4 5 6 7 11

1

(1) (4)

6 1 2

(1) (4)

6 1 2

(1)

1 1 7

1 2 3 1 4 2 9 16 2

2

(2)

1 10 3 1 2 5 5 8 16

(2)

2 12 8 1 5 2 5 7 9 24 18

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成19年平成18年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

3 5 12 14 11 1 24

4 11

1 2

1 1

(1) (2)

3 8 3 2 2

(1) (2)

6 5 13 14 12 1 12 3 39 1 2

19 2 1 1

3 6 4

2 1 2

(1) (2) (2)

7 1 6 4

(1) (2) (2)

2 30 1 6 12 1 5 2

7 13 4 2 3 4 1 1 1 2

(2)

2 1 6 2 6 4 2 3

(2)

9 1 19 6 2 9 4 5 3 1 5

(1) (1)

1 2

2 12 8 4

1 3 4 2

20 18 48 53 21 25 20 34 59 18 45 31

21 21 48 53 21 25 20 34 63 20 45 31

平成19年平成18年年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 8 301

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 30 30 760

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 5 51

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 63 2911

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 87 1966

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 4 24 141

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 30 38 1525

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 15 673

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 28

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 1 81

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 114 109 4748

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 98 133 3480

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 10 29 231

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

新 規 1 1 1 1 1 2 1

国 変 更 1 1 3 4 1 2 6 1 1

中 止 1 3

新 規 1 12 14 3 6 5 3 2 4 4 4 7

変 更 4 8 10 6 2 3 3 1 4 5

中 止 1 1 1 1 3 1 1

新 規 7 7 3 1 2 4 2 4

市 変 更 1 3 1 1 1 1 2

中 止

新 規

変 更 2 1

中 止

新 規 8 20 18 5 8 9 5 3 5 6 9 7

変 更 6 8 14 10 7 6 2 10 1 1 6 8

中 止 1 1 2 1 6 1 1

年（月）

実施機関名

平成19年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成18年
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